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平成２６年度１２月補正予算の概要 

 

 

 

一 総  括 

 

   （一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

12月補正 

予算額 

12月現計 

予算額 

（A） 

平成 25年度 

11月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

473,938,429 

 

2,622,302 

 

476,560,731 

 

470,220,870 

 

101.3 

   （注）既定予算額には、11月 21日専決の衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査費 548,330千円を含む。 

 

 

二 主要事業 
 
 

  ○ ○新五合目総合管理センター等火山噴火対策資機材整備事業費          5,000千円 

富士山の噴火に備え、来訪者の避難誘導等に必要な資機材を整備する。 

 

  ○ ○新富士山火山情報収集体制強化事業費                           6,143千円 

富士山の噴火に関する情報収集体制の強化を図るため、富士山科学研究所に関係機関と

の観測情報の共有化に必要な機器等を整備する。 

 

  ○ ○新リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費                       80,482千円 

リニア中央新幹線建設用地の取得事務を東海旅客鉄道株式会社から受託する。 

 （財源：受託事業収入） 

 

  ○ ○新富士山噴火避難ルート検討事業費                                9,623千円 

富士山の噴火に備え、複数の噴火パターンを想定した登山者等の避難ルートについて検

討を行う。 

事 業 内 容  避難ルートマップの作成等 

 

  ○ ○新地域医療構想策定事業費                                        8,949千円 

医療機能の分化と連携を適切に推進するため、地域医療構想の策定に向けた基礎調査を

行う。 
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 ○ ○新地域医療介護総合確保基金積立金                            1,060,000千円 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、基金を設置する。 

（財源：医療介護提供体制改革推進交付金、地域医療対策支援臨時特例交付金 ） 

 

  ○ ○新地域医療介護総合確保基金事業費                              652,615千円 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための事業を実施する。 

（財源：地域医療介護総合確保基金） 

Ⅰ 病床の機能分化・連携の推進                          113,000 

1 地域分娩体制機能強化事業費            63,000 

富士・東部地域における産科医療体制の強化を図るため、山梨赤十字病院が行う施設整

備に対し助成する。 

事業内容  産婦人科外来、助産師外来の増設 

補 助 率  国2/6 県1/6 事業主体3/6 

2 地域がん診療提供体制整備事業費         24,000 

峡南地域におけるがん医療体制の強化を図るため、富士川病院が行う設備整備に対し助

成する。 

事業内容  病理診断設備の整備 

補 助 率  国2/6 県1/6 事業主体3/6 

3 地域重症心身障害児(者)受入体制強化事業費等   26,000 

Ⅱ 在宅医療の推進                                 439,662 

1 在宅医療推進協議会設置事業費            8,390 

在宅医療に関する課題解決に向けた取り組みに対し助成する。 

補 助 先  一般社団法人県医師会 

事業内容  協議会の設置 研修会の開催等 

補 助 率  国2/3 県1/3 

2 在宅医療チーム形成促進事業費           30,000 

在宅医療を実施する医師の増加を図るため、診療所等が行う在宅医療チームの形成に向

けた取り組みに対し助成する。 

補 助 率  国2/3 県1/3 

3 在宅医療提供体制機能強化事業費         350,000 

在宅医療体制の強化を図るため、医療機関が行う設備等の整備に対し助成する。 

事業内容  医療機器、在宅診療支援システム等の整備 

補 助 率  国4/9 県2/9 事業主体3/9 

4 訪問看護推進拠点設置検討事業費           1,635 

訪問看護体制の強化を図るため、訪問看護推進拠点の設置に向けた検討等を行う。 

委 託 先  公益社団法人県看護協会 

5 在宅歯科医療提供体制機能強化事業費         2,860 

在宅歯科医療体制の強化を図るため、一般社団法人県歯科医師会が行う訪問歯科診療車

の整備に対し助成する。 

補 助 率  国4/9 県2/9 事業主体3/9 
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  6 在宅療養拠点薬局整備推進事業費          28,000 

      がん患者等の在宅療養環境を確保するため、薬局が行う設備整備に対し助成する。 

      事業内容  無菌調剤室の整備 

      補 助 率  国8/15 県4/15 事業主体3/15 

     7 在宅医療連携拠点整備促進事業費等        18,777 

    Ⅲ 医療従事者確保                                  99,953 

     1 医学生定着促進事業費                6,600 

      医師の地域偏在解消を図るため、国立大学法人山梨大学が行う医学生の地域医療体験実

習に対し助成する。 

      補 助 率  国2/3 県1/3 

     2 富士・東部地域看護師確保対策事業費        77,000 

      都留市が行う大学の看護学部誘致のための施設整備に対し助成する。 

      補 助 率  定額（国2/3 県1/3） 

     3 歯科衛生専門学校施設等整備事業費等        16,353 

 

○ ○新ＤＭＡＴ設備整備事業費補助金                                 1,551千円 

噴火災害時の医療体制の充実を図るため、災害派遣医療チーム(ＤＭＡＴ)に必要な資機

材の整備に対し助成する。 

補 助 先  ＤＭＡＴ指定病院 

補 助 率  県10/10 

 

  ○ ○新ミラノ国際博覧会出展事業費                                    2,930千円 

観光客の一層の誘致と甲州ワインのブランド確立を図るため、ミラノ国際博覧会への出

展を行う。 

1 富士の国やまなしの「食」ＰＲ事業費               2,930 

静岡県と連携して両県の「食」と富士山のＰＲを行う。 

出展期間  27年8月23日～27日 

事業内容  ＰＲ映像、リーフレットの作成 

2 甲州ワイン海外販路開拓事業費補助金(債務負担行為) 

日本館の和食レストランにおける甲州ワインの採用を好機に県ワイン酒造協同組合が行

う販路開拓に向けた調査等に対し助成する。 

補 助 率    県1/2 事業主体1/2 

期  間  27年度 

限 度 額  1,750 

 

  ○ 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費(債務負担行為) 

離職を余儀なくされた者等に対し、就業機会の創出を図るため、民間への委託事業を実

施する。（財源：緊急雇用創出事業臨時特例基金） 

期   間  27年度 

限 度 額  22,000 
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  ○ ○新富士の国やまなし観光ＰＲ強化事業費                            5,125千円 

本県のイメージアップを図るとともに、国内外からの更なる誘客を促進するため、ハロ

ーキティを「やまなし観光ナビゲーター」に起用して本県観光のＰＲを行う。 

 

  ○ ○新富士山噴火対策来訪者安全確保事業費                            2,000千円 

富士山の噴火に備え、来訪者の安全確保に必要なヘルメット、防塵マスクを整備する。 

 

  ○ クニマス展示施設整備事業費                                      9,600千円 

クニマスの保全による地域振興を図るため、クニマスの展示施設を整備する。 

事 業 内 容  実施設計 

既定予算額   2,500 

補 正 額   9,600 

  計    12,100 

 

  ○ ○新山梨みどり奨学会出捐金                                       30,000千円 

交通被災遺児の育成を図るための寄附により、公益財団法人山梨みどり奨学会に対し出

捐する。 

 

  ○ ○新火山噴火対策資機材整備事業費                                  6,000千円 

噴火災害時の救助体制の充実を図るため、警察本部に必要な資機材を整備する。 

 

  ○ 職員給与改定等                                                804,346千円 

人事委員会勧告等に鑑み、職員の給与改定等を行う。 

改 定 率  0.24％ 

期末・勤勉手当  4.10月(改定前 3.90月) 

実 施 時 期  26. 4. 1 


